









































例として（表 2）は、第 1 例と異なり、回収された減価償却基金を即時に再投資して、同種
の固定資産を購入する場合である。減価償却基金の拡大効果といわれる現象は、第 2 例（表
2）の場合である。







しているので、固定資産は毎年 3 分の 1 ずつ、生産物に移転すると前提している。したがっ























































































1 台 30 の機械を 100 台を購入することから始める。機械は、耐用年数 3 年とし、残存価額
は 0 とする。年度末に減価償却する。償却方法は直線法を採用する。機械の取得価額合計は
3,000（=30 × 100）である。第 1 年度の初めには、30 の機械が 100 台あり稼働を始める。年
度末の減価償却費は、この取得原価合計の 3 分の 1 であるから、1,000 である。この償却費は
売上から回収される。この減価償却費の計上によって期末に回収された貨幣 1,000 によって、
直ちに機械を 33 台購入できる。そして 30 未満の貨幣（10）が次年度に繰り越されることに
なる。したがって、第 2 期期首には、合計 133 台の機械があり、さらに 10 の資金が手元に残
ることになる。なお、ここでも説明がわかりやすいように、人件費およびその他の設備等は
捨象する。
　　第 2 期期首にある機械の取得価額の合計は、30 × 133=3,990 である。
　　第 2 期期末の減価償却は、3,990 ／ 3=1,330,
したがって、1,330＋10=1,340 で、44 台を購入し、手元に 20 の資金が残ることになる。
第 3 期期首には、機械の数は、133＋44=177 台となる。その取得原価合計は、
　　　　　　　　　　　　　　30 × 177=5,310
第 3 期期末の減価償却額は、5,310 ／ 3=1,770
1,770+20=1,790で、追加的に機械を購入する。59台購入でき、手元に20残る。第3期末には、
第 1 期に購入した 100 台が廃棄される。
　したがって、第 4 期期首の機械の数は、177＋59－100=136 台となる。第 5 期、第 6 期と同
じことが繰り返される。
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　以上のように金額は、減価償却基金を即時再投資することによって、機械の台数は、この
例では大体 1.5 倍になる。理論的には最大 2 倍となり、減価償却と廃棄額とが一致して均衡
状態になる。つまり投資額と同じ投資価値は、3,000 はそのままであるにもにもかかわらず、
1 台 30 の機械の台数が当初は、100 台から、ここでは約 150 台と、次第におおきくなり生
産能力が拡大することになる。この現象を発見者の名前にちなんで、ローマン＝ルフチ効果
（Lohmann-Ruchti-Effekt）（K.Hax p.252）という。






が 3 分の一と 6 年目に取得された機械 3 分の一と 7 年目に取得された機械 3 分の一からなる。
もとより、機械は、購入価額が１台 30 でかつ耐用年数が 3 年という条件であるが、この投資
対象の固定資産が、たとえば 1 台１ドルというように無限とういうべき分割可能であり、か
つ耐用年数もたとえば 100 年、1000 年というように無限に近い長さを想定して、第ｎ年目の
固定資産の構成をみると、第ｎ年目の期首に取得されたものが一番若く、反対に最も年齢が















第 1 年度 100 100 3,000 3,000 1,000 0
第 2 年度 133（10*） 33 3,990 3,000 1,330 0
第 3 年度 177（20） 44 5,310 3,000 1,770 0 100
第 4 年度 136（20） 59 4,080 3,000 1,360 0 33
第 5 年度 149（0） 46 4,470 3,000 1,490 0 44
第 6 年度 154（20） 49 4,620 3,000 1,540 0 59












第（n－1）年目に取得された固定資産は、年齢が 1 年で、摩損度は、（n－1）/n であるから、
この 1 歳の固定資産の持つ資本価値は、
　　　　　　　　　　（A/n）×〔（n－1）/n〕












　∴ F=（A/n）×（1/n）×〔n+（n－1）+（n－2）+ … ＋1〕
　　　=（A/n）×（1/n）×〔n ×（n+1）〕/2
　　　=（A/n）×（n＋1）/2〕=（A/2）×〔（n＋1）/n〕
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ており、また、回収された減価償却基金の金融的効果についても述べている。
（ Marx,K. ［1967］. p.175、Marx, K.［ 1968］ p. 480）
　これらの記述から、Karl Hax は、この効果をむしろマルクス－エンゲルス効果“Marx-
Engels-Effekt”と呼ぶべきであるとしている（［K.Hax,1958］ p.253）。















　“One criticism of the literature on the multiplier effect of depreciation is that even if 
a firm’s physical capital increase due to the reinvestment of depreciation under certain 
assumed conditions, reinvestment of depreciation does not neccssarily increase financial 
capital. These writers define financial capital as the present discounted value of the firm’s future 
cash flows. Therefore, the argument is simply that if book depreciation equals economic 
depreciation, the reinvestment of an amount equal to depreciation would keep financial 

















　the fixed capital continues to perform its functions in the process of production in 
kind , a part of its value, proportionate to the average wear and tear, has circulated with the 
product , has converted into money, and replacement of the capital pending its reproduction 


















なわち現実の回転期間は 3 年である。ところが（表 1）と（表 2）の前貸資本の回転期間、あ
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ある。つまり 3 年間に 1 回転するということである。ここでは前貸資本の回転期間は、現実
の回転期間すなわち耐用年数と一致する。いずれも 3 年であり、回転率は、1/3=0,334 であ
る。
　ところが（表 2）において、耐用年数経過後の均衡状態の時を見てみよう。たとえば第 6 年
度は、現実回転期間は（表 1）と同じく 3 年である。そして価値移転量は減価償却費で示さ
れるから、1,540 である。前貸資本は 3,000 であるから、前貸資本の回転期間は、3,000/1,540





















































用計上することになるので、その結果、利益の留保をもたらすことになる。1 期、2 期、3 期
と費用計上することで、利益を留保し、留保した利益（資金）を第 3 期末の廃棄損失の時期
― 9 ―
熊本学園商学論集　第 22 巻　第 1号（通巻第 58 号）2017・12
まで移転し、廃棄時の財産損失を補塡するということになっている。まさに引当処理である。
（藤田昌也、［2012］）
　毎期の減価償却費の計上は、将来の廃棄損失に備えた費用の配分である。1 台 30 の機械、




















　先の例でいえば、機械の取得価額は、1 台 30 であるから、3 年間を通じた減価償却基金合
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An	Essay	on	the	Finance	by	Depreciation	Fund
Masaya	Fujita
 The point of discussion relating to the “Romann-Ruchti effect” is if productive capacity can be 
expanded without capital accumulation. The conclusion in Japanese academic society is that it can 
be done by the speed-up of turnover of advanced capital. This paper seeks to criticize the conclusion 
and assert that the effect is caused by additional investment which is brought about by an accounting 
depreciation procedure. 
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